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【ビジョン】

熊 本 藩 再 興
一【30年後の理想像】
熊本城周辺が一つの村のような観光地になっている
加藤清正統治時代の肥後を再現し、観光客をターゲットにした
テーマパーク「肥後清正村」が観光の中心地となっている

重点政策①概要 重点政策②概要 重点政策③概要

熊本城の改修 観光村で働く御家人の雇用熊本城を中心とした観光村の形成

【【政策の目的】
の熊本市随一にして最大の観光名所
である熊本城を、より有効活用する
ために革新的な改修を行う。
目的】

【【政策の目的】
熊本城観光村を支えるさまざまな業
種や年齢の人材、企業を「御家人」
として熊本城観光交流サービス株式
会社が雇用する。政策の目的】

【【政策の目的】
熊本城敷地内を、江戸時代末期の武
家屋敷が並ぶ景観を再現した「清正
公国（仮称）」へと改修し、体験型
観光村にする。の目的】

【【事業内容】
最新のバリアフリー工法や耐震技術
を取り入れつつ、外観・内観を崩さ
ないように、熊本城を宿泊や昔なが
らの食事、文化体験などが楽しめる
歴史観光施設として改修する。

【事業内容】
従業員や清掃スタッフ、武将隊などの
ショーパフォーマー、学生ボランティ
アなども活躍できる日本文化体験のイ
ンストラクターなどを、若い世代を中
心に起用し、肥後清正村をさらに盛り
上げる。

【【事業内容】
事敷地内に切妻屋根の木造長屋や、か
やぶき屋根の武家屋敷などを建設し、
宿泊と生活体験ができる村を作る。衣
服や食事といった文化は形を残しつつ、
だれでも手軽に楽しめるようモディ
ファイし、当時への没入感をより高め
る。
業内容】

【費用】
現状予算 約６３４億円
＋内装現代化改修工費１億２千万円

【【費用】
追加費用 特になし
熊本市の平均賃金や月収を参考に、
村の売り上げから給料を支払う。
費用】

【費用】
長屋造の城下町 165億円
ほか観光用設備工事費 20億円

】
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【ビジョンが示す理想の状態】
熊本城をめあてに、たくさんの観光客（外国人含む）が訪れ
る
宿泊や旅行をきっかけに、熊本城テーマパーク以外の熊本に
も観光客が訪れ、町がにぎわう

【なぜ上の理想を実現したいのか？】
県内のほかの自治体と違い、熊本市にはこれといった名物や
特徴が少なく、ただ住みやすいという事実だけが独り歩きし
がちであるため、昔の日本、熊本の文化やしきたりを知って
もらい、熊本をもっと好きになってもらいたい。

【ビジョンと現状のギャップ】
熊本城は平成２８年の地震によって被災し、復旧工事が
進んでいる。復旧を完全に終了する目処は２０年後であ
るが、現在の形のまま復旧しても行えるのは「名城・名
跡がある」というＰＲのみで、熊本市民の加藤清正に対
する意識や認知度とは大きなギャップがある。

【現状が維持された場合の社会の姿】
熊本は震災前の状況復旧に向けて復興を行い、新しさの
ない元の熊本市に戻ってしまう。
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重点政策①詳細

政策の詳細政策の概要
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【政策の目的】
熊本市随一にして最大の観光名所
である熊本城を、より有効活用す
るために革新的な改修を行う。
【誰のための政策か】
熊本市民、観光客

【政策を実施する主体】
熊本市、
大林組（現在熊本城改修工事を
行っているゼネコン）ほか委託業
者（ゼネコン、下請け業者）

【政策を実施する期間】
およそ２０年間（熊本城復旧完了
まで）

【事業内容】＊政策を実行するための具体的方法

・熊本城を宿泊や昔ながらの食事、文化
体験などが楽しめる歴史観光施設として
改修する。

・外観、内観を崩さず、最新の耐震、防
腐、バリアフリー技術および老朽化対策
を施し、多くの来客はもちろん、災害に
も耐えうる最強の名城を再構成する。

・本丸御殿、小天守を宿泊専用の建築、
宇土櫓を見学用展示スペースとし、大天
守は加藤清正と御家人役が時代劇的パ
フォーマンスを行ったり、来客が江戸時
代の侍を疑似体験できる複合型イベント
スペースとする。

・復旧および改修中の熊本城や城彩苑へ
の来客の妨げにならないよう、工事期間
や範囲、工法などにも注意を払う。

【政策にかかる費用】
現状予算 約６３４億円
＋内装現代化改修工費（エレベー
ター、宿泊施設化）一棟毎およそ１
億２０００万円（建築士免許所持の
専門家による現在のマンション・エ
レベータ設置及び改修工事費を基に
した参考価格）

【政策による影響への対策】
前例をあまり見ない文化財の活用法
であり、熊本城の大規模工事や価値
の変化に難色を示される可能性があ
る。外観をはじめ、文化財としての
雰囲気・威厳を崩さずに、自然災
害・人災に耐える改修を行う。

政策名

熊本城の改修



重点政策②詳細

政策の詳細政策の概要
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【政策の目的】
・熊本城敷地および周辺敷地（中
央区本丸、二の丸、宮内、古城、
古京町、千葉城町）を、江戸時代
末期の武家屋敷が並ぶ景観を再現
した「清正公国（仮称）」へと改
修し、体験型観光村にする。
【誰のための政策か】
国内外を問わない観光客

【政策を実施する主体】
熊本市、地元建設業者・宿泊業者

【政策を実施する期間】
熊本城復興完了後から５年間

【事業内容】＊政策を実行するための具体的方法

・敷地内に切妻屋根の木造長屋や、かや
ぶき屋根の武家屋敷などを建設し、宿泊
と生活体験ができる村を作る。

・日本の伝統工芸や昔から残る職業の職
人の工房を誘致し、展示や体験、購入も
可能な城下町を形成する。

・村内での金銭の取引は、江戸時代の寛
永通宝のような硬貨で入村・退村時に現
金と両替する村内専用通貨「くま文」で
行う。

・村内には時計を設置せず、江戸時代に
用いられた不定時法に合わせた時鐘を鳴
らすことで、没入感を高めるとともに、
ゆったりとした時の流れを楽しんでもら
う。

・衣服や食事といった文化は形を残しつ
つ、だれでも手軽に楽しめるようモディ
ファイし、当時への没入感をより高める。

【政策にかかる費用】
熊本城総面積98haのうち17.6haに、宿
泊・店舗用長屋（一棟48坪）を1100軒
建設する
長屋一棟 1500万（設備費込み）
1100棟：165億円
ほか観光用設備工事費 20億円

【政策による影響への対策】
現在の熊本城敷地内もさまざまな用途
で使用されているため、村と市民の広
場としての機能を両立させる必要があ
る。閑散期や平日などは一部を市民に
開放し、行楽シーズンや休日は観光村
として使用する。宿泊のシステムやノ
ウハウなどは、地元ホテルもしくは旅
館とタイアップすることで低価格かつ
高品質な宿泊施設を実現する。

政策名

熊本城を中心とした観光村の形成



重点政策③詳細

政策の詳細政策の概要
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【政策の目的】
・スタッフ、演者、従業員、関係
企業など、熊本城観光村を支える
さまざまな業種や年齢（学生含
む）の人材、企業を「御家人」と
して熊本城観光交流サービス株式
会社が雇用する。
【誰のための政策か】
熊本市民、国内外を問わない観光
客

【政策を実施する主体】
熊本市
熊本城観光交流サービス株式会社

【政策を実施する期間】
およそ２５年後（熊本城観光村竣
工後）

【事業内容】＊政策を実行するための具体的方法

・従業員：熊本城観光村内の来客をさま
ざまなかたちでガイド、サポートする。
入退村の管理や時鐘、通貨の両替、村内
の清掃、保全などが主な役割。

・演者：地元演劇役者・学生ボランティ
ア・有志などで形成される。江戸時代ら
しさを高めるため、加藤清正を中心とし
た武将隊や侍による時代劇のほか、大道
芸などを演じたり、落語などの日本文化
を披露する。

・スタッフ：検定に合格し講習を受けた
希望者を有料ボランティアスタッフとし
て日当制や報酬制で雇う。村内ツアーガ
イド、人力車、商店販売員など。

・関係企業：熊本の伝統工芸の工房や郷
土料理を提供する料理店などを誘致し、
村内に出店してもらう。外から見える工
房で伝統の妙技を披露したり、製作体験
を行う。

【政策にかかる費用】
追加費用 特になし
熊本市最低賃金 762円/時
平均月収 34万円を基準とし、
時給 950~1500円、月収28~45（参考
価格、年齢や職務により差異）/人を
村内施設などの売り上げより支払う

【政策による影響への対策】
熊本市への来訪客の増加に耐えうる公
共交通を形成する必要がある。路線バ
スの本数や周遊バスの車体の大型化、
熊本駅からのシャトルバスの運行など
を主に行う。また、熊本市内外へ観光
客を分散させ、経済効果をより高める
ため、宿泊客に対してバスの路線図や
乗り放題券などの特典を付ける。また、
下通りアーケードや商店などでくま文
での決済を一部導入する。

政策名

熊本城観光村で働く「御家人」の雇用



2029年の自治体予算 予算の算出の対策
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【重点政策予算の捻出方法】
所得税からの徴収
村完成まで、高所得者の税率を上げることで、予算を確保・貯
蓄する。
クラウドファンディング
インターネットを通して全世界に投資を呼びかける。投資者に
対し宿泊券や割引券を付与することで、投資を促すとともに、
オープン時の来客を確保する。
その他、価格が下がった復興予算の分を政策予算とする。

【現在の自治体予算からの変更点とその理由】
市税のうち事務手数料や人件費を会計自動化などで削減するこ
とによって住民税や所得税以外の税金負担額を削減し、より低
価格で安心して住める町にする。タバコや酒類（飲食店は除
く）の小売価格に市税を上乗せし、地方交付税からの収入を増
加させる。健康を促進するとともに、安定した税収を得る。災
害復旧費を10年後であることを考慮し1.1%下げ、土木費・商
工費・消防費に充てることでまちの災害対策を多方面から行い、
より住みやすい街にする。

【予算面の変革に伴う対策】
脱税や税収不足の発生を抑えるため、タバコ・酒の売り上げを
小売店が個別で算出し、市が記録・税収との照合を行う。


